
 
介護老人保健施設おうらの光 通所リハビリテーション利用約款 

〔令和8年8月 1日 現在〕 

 

 

介護老人保健施設おうらの光（以下「当施設」という。）と要支援もしくは要介護状態と認定された利用者（以下

「利用者」という。）及び利用者又は利用者の身元引受人は、次の条項により、利用約款を締結します。 

 

（約款の目的） 

第１条 この約款は、介護保険法及び介護老人保健施設おうらの光運営規程の定めるところにより、当施設の利用

者に対し、利用者が可能な限り自宅で、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように

するとともに、一定の期間、通所リハビリテーションを利用し、一方、利用者又は利用者の身元引受人は、

当施設に対し、そのサービスに対する料金を支払うことについて取り決めることを目的とします。 

 

（適用期間） 

第２条 本約款は、利用者が通所リハビリテーション利用同意書を当施設に提出したのち、効力を有します。但し、

扶養者に変更があった場合は、新たに同意を得ることとします。 

  ２ 利用者は、前項に定める事項の他、本約款、別紙１、別紙２及び別紙３の改定が行われない限り、初回利

用時の同意書提出をもって、繰り返し当施設の通所リハビリテーションを利用することができるものとしま

す。 

 

（身元引受人） 

第３条 利用者は、次の各号の要件を満たす身元引受人を立てます。但し、利用者が身元引受人を立てることがで

きない相当の理由がある場合を除きます。 

  ① 行為能力者（民法第２０条第１項に定める行為能力者をいいます。以下同じ。）であること 

  ② 弁済をする資力を有すること 

２ 身元引受人は、利用者が本約款上当施設に対して負担する一切の債務を極度額40万円の範囲内で、利用者

と連帯して支払う責任を負います。 

３ 身元引受人は、前項の責任のほか、次の各号の責任を負います。 

① 利用者が疾病等により医療機関に入院する場合、入院手続が円滑に進行するように協力すること。 

② 入所利用が解除若しくは終了した場合の残置物の引取り等の処置、又は利用者が死亡した場合の遺体の引

取をすること。但し、遺体の引取について、身元引受人と別に祭祀主宰者がいる場合、当施設は祭祀主宰者

に引き取っていただくことができます。 

４ 身元引受人が第１項各号の要件を満たさない場合、又は当施設、当施設の職員若しくは他の入所者等に対

して、窃盗、暴行、暴言、誹謗中傷その他の背信行為又は反社会的行為を行った場合、当施設は、利用者及

び身元引受人に対し、相当期間内にその身元引受人に代わる新たな身元引受人を立てることを求めることが

できます。但し、第１項但書の場合はこの限りではありません。 

  ５ 身元引受人の請求があったときは、当施設は身元引受人に対し、当施設に対する利用料金の未払い、これ

に対する利息及び賠償すべき損害の有無並びにこれらの残額及び支払期が到来しているものの額に関する

情報を提供します。 

 

（利用者からの解除） 

第４条 利用者及び身元引受人は、当施設に対し、退所の意思表明をすることにより、本約款に基づく通所リハビ

リテーション利用を解除・終了することができます。なお、この場合利用者及び扶養者は、速やかに当施設

及び利用者の居宅サービス計画作成者に連絡するものとします。 

 

（当施設からの解除） 

第５条 当施設は、利用者及び身元引受人に対し、次に掲げる場合には、本約款に基づく通所リハビリテーション



利用を解除・終了することができます。 

① 利用者が要介護認定において自立と認定された場合もしくはその見込みがある場合 

② 利用者の居宅介護サービス計画で定められた当該利用日数を満了した場合 

③ 利用者の病状、心身状態が著しく悪化し、当施設での適切な通所リハビリテーションサービスの提供を超

えると判断された場合。 

  ④ 利用者及び身元引受人が、本約款に定める利用料金を３か月分以上滞納し、その支払を督促したにもかか

わらず１ヶ月以内に支払われない場合 

  ⑤ 利用者または身元引受人が、当施設、当施設の職員又は他の利用者等に対して、利用継続が困難となる程

度の背信行為又は反社会的行為を行った場合 

  ⑥ 天災、災害、施設・設備の故障その他やむを得ない理由により、当施設を利用することができない場合 

 

（利用料） 

第６条 利用者及び身元引受人は、連帯して、当施設に対し、本約款に基づく通所リハビリテーショの対価として、

別紙２の利用単位ごとの料金をもとに計算された月ごとの合計額及び利用者が個別に利用したサービスの

提供に伴い必要となる額の合計額を連帯して支払う義務があります。但し、当施設は、利用者の経済状態等

に変動があった場合、上記利用料金を変更することがあります。 

２ 当施設は、利用者及び身元引受人が指定する者に対し、利用月料金を精算し、請求書及び明細書を、毎月

１５日（１５日が日曜日の場合は翌営業日）までに発行しますので、利用者及び身元引受人は連帯して当該

合計額をその月の末日までに支払うものとします。尚、支払いの方法は口座引落または現金窓口支払いとな

ります。口座引落の場合は毎月４日（４日が休業日の場合は翌営業日）が引き落とし日となります。利用者

都合により引落ができなかった場合は、当月内に窓口にてお支払いいただきます。 

３ 当施設は、利用者及び身元引受人から、第１項に定める利用料金の支払を受けたときは、領収書を発行し

ます。 

 

（記録） 

第７条 当施設は、利用者の介護保健施設サービスの提供に関する記録を作成し、その記録を利用終了後５年間保

管します（診療録については５年間保管します）。 

  ２ 当施設は、利用者が前項の記録の閲覧、謄写を求めた場合には、原則として、これに応じます。但し、身

元引受人、その他の者に対しては、利用者の承諾その他必要と認められる場合に限り、これに応じます。 

 

（身体の拘束等） 

第８条 当施設は、原則として利用者に対し行動を制限する身体拘束を行いません。但し、自傷他害の恐れがある

等緊急やむを得ない場合は、施設長が判断し、身体拘束その他利用者の行動を制限する行為を行うことがあ

ります。この場合には、当施設の医師がその様態及び時間、その際の利用者の心身の状況、緊急やむを得な

かった理由を診療録に記載することとします。尚、身体の拘束等を行わないことによる転倒等その他におけ

る事故に関しては、未然に防ぐことができるように常に努めていますが、発生する危険性もあることをご承

知おきいただくこととします。 

 

（虐待の防止に関する事項） 

 第９条 虐待防止の推進につて、当施設は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため、 

以下に 掲げる事項を実施します。  

（１）虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）

を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底を図る  

（２）虐待防止のための指針を整備する。  

（３）虐待を防止するための定期的な研修を実施する。  

（４）前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を設置する。 

 ２ 当施設は、当該施設職員又は養護者（利用者の家族等高齢者を現に養護する者）に よる虐待を受けたと

思われる利用者を発見した場合は、速やかにこれを市町村等関係機関に通報するものとします。 

 



 

（秘密の保持及び個人情報の保護） 

第10条 当施設とその職員は、当法人の個人情報保護方針に基づき、業務上知り得た利用者又は扶養者若しくはそ

の家族等に関する個人情報の利用目的を別紙３のとおり定め、適切に取り扱います。また正当な理由なく

第三者に漏らしません。但し、例外として次の各号については、法令上、介護関係事業者が行うべき義務

として明記されていることから、情報提供を行うこととします。 

     ①サービス提供困難時の事業者間の連絡、紹介等 

     ②居宅介護支援事業所等との連携 

     ③利用者が偽りその他不正な行為によって保険給付を受けている場合等の市町村への通知 

     ④利用者に病状の急変が生じた場合等の医療機関への連絡等 

     ⑤生命・身体の保護のため必要な場合（災害時において安否確認情報を行政に提供する場合等） 

   ２ 前項に掲げる事項は、利用終了後も同様の取扱いとします。 

 

 

（緊急時の対応） 

第11条 当施設は、利用者に対し、施設医師の医学的判断により対診が必要と認める場合、協力医療機関又は協力

歯科医療機関での診療を依頼することがあります。 

   ２ 前項のほか、通所利用中に利用者の心身の状態が急変した場合、当施設は、身元引受人又は連帯保証人

が指定する者に対し、緊急に連絡します。 

 

（事故発生時の対応） 

第12条 サービス提供等により事故が発生した場合、当施設は、利用者に対し必要な措置を講じます。 

   ２ 施設医師の医学的判断により、専門的な医学的対応が必要と判断した場合、協力医療機関、協力歯科医

療機関又は他の専門的機関での診療を依頼します。 

   ３ 前２項のほか、当施設は身元引受人又は連帯保証人が指定する者及び保険者の指定する行政機関に対し

て速やかに連絡します。 

 

（要望又は苦情等の申出） 

第 13 条 利用者及び身元引受人は、当施設の提供する通所リハビリテーションに対しての要望又は苦情等につい

て、口頭又は備え付けの用紙、管理者宛ての文書で所定の場所に設置する「ご意見箱」に投函する等の方

法により申し出ることができます。 

 

（賠償責任） 

第 14 条 通所リハビリテーションの提供に伴って当施設の責に帰すべき事由によって、利用者が損害を被った場

合、当施設は、利用者に対して、損害を賠償するものとします。 

   ２ 利用者及び扶養者またはその家族等の責に帰すべき事由によって、当施設が損害を被った場合、利用者

及び扶養者は連帯して、当施設に対して、その損害を賠償するものとします。 

 

（その他） 

第15条 当施設が提供するサービスについて、利用者の高齢であるが故、または事故等の理由における不測の事態

が生じうることもあり得ることを了解いただくとともに、その際の施設の対処に全面的に協力していただ

くこととします。 

 

（利用契約に定めのない事項） 

第16条 この約款に定められていない事項は、介護保険法令その他諸法令に定めるところにより、利用者又は扶養

者と当施設が誠意をもって協議して定めることとします。 

 

（裁判管轄） 

第17条 この約款に関してやむを得ず訴訟となる場合は、利用者及び当施設は、利用者の住所地を管轄する裁判所



を第一管轄裁判所とすることにあらかじめ同意します。 

 

  上記の契約を証するため、本書２部を作成し、利用者、当施設が署名押印の上、１部ずつ保有するものと

します。 

 

  



（別紙１）－１（重要事項説明書） 

 

介護老人保健施設おうらの光 ご案内 

 

１．施設の概要 

（１）事業者の概要 

  法人名   医療法人社団 三思医光会 

  所在地   群馬県みどり市笠懸町阿左美1155番地 

  代表者氏名  駒井 太一 

  電話番号   ０２７７－７６－６３１１ 

 

（２）施設の名称等 

   施設名   介護老人保健施設 おうらの光 

  開設年月日  平成 9年 10月 1日 

  所在地   群馬県邑楽郡邑楽町篠塚３２３３－１ 

  管理者名   関上 豪一 

  電話番号   ０２７６－６１－３８２９ 

  介護保険指定番号  １０５０５８００５７ 

 

（３）介護老人保健施設の目的と運営方針 

【目的】 

介護老人保健施設は、看護、医学的管理の下での介護や機能訓練、その他必要な医療と日常生活上のお

世話などの介護保健施設サービスを提供することで、入所者の能力に応じた日常生活を営むことができる

よう、そして一日も早く家庭での生活に戻ることができるように支援すること、また利用者が居宅での生

活を一日でも長く継続できるよう、短期入所療養介護や通所リハビリテーションといったサービスを提供

し、在宅ケアを支援することを目的とした施設です。 

 【運営方針】（通所リハビリテーション） 

   居宅介護支援事業者の担当ケアマネジャーからの要請に応え、自宅での生活課題や家族の介護負担を

軽減することを目的として、利用者一人一人のニーズや希望を抽出し、それらを加味した上で通所リハ

ビリテーションサービス計画書を作成し、それに基づいて介護・看護・リハビリテーションサービスを

提供し、利用者が住み慣れた地域でいつまでも生活できることを念頭に支援すること。 

 

＜医療法人社団三思医光会 理念＞ 

 やさしさに出会う施設を 

 安らぎに出会う施設を 

 そして生きがいに出会う施設を 

 

＜おうらの光 基本方針＞ 

「利用者様の自立支援と介護サービスの質の向上のために全力を傾注すること」 

私達の仕事の第１は、信頼され、喜ばれ、利用者様の自立を支援するためになくてはならない存在にな

ることです。 

私達の仕事の第２は、利用者様に対する介護サービスの質の向上に努めることです。 

仕事の中心を「利用者様の日常生活に寄り添い、利用者様と家族のために少しでも幸福な時間を過ごせ

る環境を作ること」とします。 

従って、全ての判断基準を、利用者様の自立支援と介護サービスに置きます。なおかつ職員全員が楽し

く、明るく、元気良く、心地よく働く職場にすることを私たちの使命とします。 

 



（別紙１）－２（重要事項説明書） 

 

（４）ご利用定員 ・定員：30名 

 

（５）営業日 月曜日から土曜日 8：30～17：00 

   定休日 日曜日、盆休（8/13～8/15）、年末年始（12/31～1/3） 

 

（６）施設の職員体制 

  常勤 非常勤 業務内容 

医師 １名   
利用者の病状及び心身の状況に応じて日常的な

医学的対応を行う。 

看護職員 1名  
医師の指示に基づき、投薬、検温、血圧測定等の

業務及び施設サービス計画等に基づく看護・介護

を行う。 

介護職員 ５名 １名 
施設サービス計画等により、医学的管理に基づく

介護を行う。 

理学療法士 
３名 

（兼務３名） 

２名 

（兼務１名） 
リハビリテーションプログラム等を作成し、理学療

法、その他必要なリハビリテーションを計画的に行

う。 
作業療法士  

２名 

(兼務２名) 

言語聴覚士 
１名 

（兼務１名） 

１名 

（兼務１名） 

管理栄養士 1名  栄養管理・栄養マネジメント等、栄養状態の管理を

行う。 

調理員 １名 ２名 調理(委託業者 パレット) 

事務職員 

（事務長含む） 
３名  庶務、会計、介護報酬請求等の事務を行う。 

 

（７）サービス内容 

 ①通所リハビリテーションサービス計画の作成（評価・更新含む） 

 ②リハビリテーション計画の作成（評価・更新含む） 

 ③食事サービス 

昼食  12:00 ～ 12:45 おやつ 15:00 ～ 15:30 

 

 ④入浴サービス 

・一般浴槽の他、介助レベルに応じて家庭浴槽や特別浴槽にて対応します。 

 ⑤医学的管理及び医師の指導のもとの看護 

 ⑥介護サービス 

 ⑦機能訓練サービス 

 

２．協力医療機関 

利用者の主治医又は事業者の協力医療機関への連絡を行い、医師の指示に従います。また、緊急連絡先に連絡

いたします。 

・協力医療機関 

医療法人社団 三思医光会 おうら病院（邑楽郡邑楽町篠塚3233番地1 電話：0276-88-5678） 

医療法人社団 三思医光会 東邦病院 （みどり市笠懸町阿左美1155番地 電話：0277-76-6311） 

医療法人財団 明理会 イムス太田中央総合病院 (太田市東今泉町875番地1 電話：0276-37-2378) 



 

（別紙１）－３（重要事項説明書） 

 

３．施設利用にあたっての留意事項 

  ・食事 

ご利用中の食事は、特段の事情がない限り、施設の提供する食事をお召し上がりいただきます。食費は

保険給付外の利用料と位置づけられていますが、同時に、施設は利用者の心身の状態に影響を与える栄養

状態の管理をサービス内容としているため、その実施には食事の管理が欠かせませんので、原則的には食

事の持ち込みはご遠慮いただきます。 

・飲酒、喫煙 

   ご利用中の飲酒、喫煙につきましてはご遠慮願います。 

・火気の取扱い 

     ご利用中の火気の取扱いは禁止させていただきます。 

  ・設備・備品の利用 

     施設内の設備や備品は大切にご使用ください。万が一、設備・備品を破損した場合は弁償していただく

こともあります。 

  ・所持品・備品等の持ち込み 

     日常ご使用されている愛用品については、原則的にお持ち頂いても結構です。ただし、他の利用者等に

影響のないものに限ります。 

  ・金銭・貴重品の管理 

     金銭や貴重品は原則的にお持ちにならないようお願いいたします。盗難・紛失については、当施設は責

任を負いかねます。 

 

４．非常災害対策 

・防火設備 火災報知器、スプリンクラー、消火器、消火栓 

・防火訓練 年2回 

 

５．禁止事項 

   当施設では、多くの方に安心してご利用いただくために、利用者の「営利行為、宗教の勧誘、特定の政治活

動」は禁止します。 

 

６．要望及び苦情等の相談 

   当施設に対する要望及び苦情等がございましたら、以下の担当者またはスタッフまでお申し出ください。 

  また、当事業所以外に区市町村の窓口等に苦情を伝えることができます。 

当事業所相談窓口 

窓口担当者  橋本 美央 

受付時間   平日9：00～17：00 

受付電話   0276-61-3829 

受付ＦＡＸ  0276-89-8021 

ご意見箱   エレベーター前に設置 

邑楽町役場 

福祉介護課 

電話番号   0276-47-5022 

対応時間   平日8：30～17：15 

ＦＡＸ    0276-88-3247 

 

 

電話番号 

対応時間 

ＦＡＸ 

群馬県国民健康保険団体連合会 

苦情処理相談窓口 

電話番号   027-290-1323 

対応時間   平日9：00～16：00 

ＦＡＸ    027-255-5077 



※上記以外の市町村については空欄記載先、または別紙ご案内をご参照ください。 

 

７．第三者評価 

   当施設では、行っておりません。 

 

８．その他 

   当施設についての詳細は、パンフレットを用意しておりますので、ご請求ください。 
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予防通所リハビリテーション利用料について 
 

■基本料金 

要支援 1 2268単位/月 
月単位の定額 

要支援 2 4228単位/月 
※送迎・入浴加算を含む。 

 

■各種加算 

口腔機能向上加算（Ⅱ） 160単位/月 
口腔機能の低下している利用者に対し、歯科衛生士等が口腔機能向上

のための計画を作成し、サービスを実施し、アセスメントを行った場

合に加算。 

サービス提供体制強化
加算(Ⅰ) 

要支援1 

88単位/月 介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が 70％以上であるこ

と。 要支援2 

176単位/月 

科学的介護推進体制加算 ４０単位/月 

以下の要件を満たすこと。 

・利用者ごとの ADL値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況そ

の他の入所者の心身の状況等に係る基本的な情報を厚生労働省

に提出していること。 

・必要に応じて通所リハビリテーション計画を見直すなど、指

定通所リハビリテーションの提供にあたって、上記の情報その

他指定通所リハビリテーションを適切かつ有効に提供するため

に必要な情報を活用していること。 

介護職員等処遇改善加

算（Ⅰロ） 

 

所定単位×11.1% 所定単位数にサービス別加算率を乗じた単位数 

※ 地域加算・・・その他   ※ 1単位の単価・・・10.00円 
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■その他の料金 

食事提供に要する費用 750円 昼食代 (おやつを含む) おやつのみの場合100円 

おむつ代 200円/枚 事業所で提供した場合。 

尿取りパット代 50円/枚 事業所で提供した場合。 

洗濯代 100円/枚 尿便等で汚染した場合。 

バスタオル代 100円/枚 事業所で提供した場合。 

フェイスタオル代 50円/枚 事業所で提供した場合。 

日用品代 100円/1回 

レクリエーションや行事等でご本人が使用する為に要した費

用。 

衛生用品や文房具など。 

文書料 550円 証明書等を発行した場合。 

延長料金 500円/30分 

午前7：00から通常営業の始まる午前8：30までに利用した場

合、又は営業時間が終了する午後5：30から午後7：00まで延

長利用する場合において、介護保険適用の延長加算の時間（利

用開始時間から10時間）を超える場合。 

※デイケアをキャンセルされた場合食事代として750円ご負担いただきます。 

 

 

○お支払いについて・・毎月15日（15日が日曜日の場合は翌営業日）までに前月分の請求書を発行しますの

で、その月の末日までにお支払いください。尚、支払いの方法は口座引落しまたは現金窓口支払いとなりま

す。口座引落しの場合は毎月4日（4日が休業日の場合は翌営業日）が引き落し日となります。利用者都合に

より引落しができなかった場合は、当月内に窓口にてお支払いいただきます。 
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通所リハビリテーション利用料について 
 

■基本料金 
 項  目 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

所  

要  

時  

間 

1時間以上2時間未満 369単位 398単位 429単位 458単位 491単位 

2時間以上3時間未満 383単位 439単位 498単位 555単位 612単位 

3時間以上4時間未満 486単位 565単位 643単位 743単位 842単位 

4時間以上5時間未満 553単位 642単位 730単位 844単位 957単位 

5時間以上6時間未満 622単位 738単位 852単位 987単位 1120単位 

6時間以上7時間未満 715単位 850単位 981単位 1137単位 1290単位 

7時間以上8時間未満 762単位 903単位 1046単位 1215単位 1379単位 

延長

加算 

8時間以上9時間未満 50単位/回 

9時間以上 10時間未満 100単位/回 

10時間以上 11時間未満 150単位/回 

11時間以上 12時間未満 200単位/回 

12時間以上 13時間未満 250単位/回 

13時間以上 14時間未満 300単位/回 

 

■各種加算 

リハビリテーション提供

体制加算 

12単位/回（3時間以上4時間未満） 

16単位/回（4時間以上5時間未満） 

20単位/回（5時間以上6時間未満） 

24単位/回（6時間以上7時間未満） 

28単位/回（7時間以上） 

指定通所リハビリテーション事業所において、

常時、当該事業所に配置されている理学療法士、

作業療法士又は言語聴覚士の合計数が、当該事

業所の利用者の数が25又はその端数を増すごと

に1以上であること。 

事業所が送迎を行わない

場合 

所定単位数から片道につき 

47単位を減算 

利用者に対して、その居宅と指定通所リハビリ

テーション事業所との間の送迎を行わない場

合。 

口腔機能向上加算（Ⅱ） 160単位/回 

口腔機能の低下している利用者に対し、歯科衛

生士等が口腔機能向上のための計画を作成し、

サービスを実施し、アセスメントを行った場合

に月2回を限度として加算。 

入浴介助加算 
（Ⅰ）40単位/日 

（Ⅱ）60単位/日 

（Ⅰ）入浴中の利用者の観察を含む介助を行っ

た場合 

（Ⅱ）医師等が当該利用者の居宅を訪問し、浴室

における当該利用者の動作及び浴室の環境を評

価していること。 

 

若年性認知症利用者受入

加算 

 

60単位/日 

受け入れた若年性認知症利用者毎に個別の担当

者を定めていること。 
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リハビリテーションマネ

ジメント加算（ロ） 

593単位/月 

(開始月から 6

月以内) 

次の基準にいずれも適合する場合 

(1) 指定通所リハビリテーション事業所の医師が、当該事業所の理学

療法士、作業療法士、言語聴覚士に対し、利用者に対するリハビリ

テーションの目的に加えて、リハビリテーション開始前又は実施

中の留意事項、やむを得ずリハビリテーションを中止する際の基

準、リハビリテーションにおける利用者に対する負荷等のうちい

ずれか1以上の指示を行うこと。 

（2）指示の内容が（1）に掲げる基準に適合するものであると明確に

わかるように記録すること。 

（3）リハビリテーション会議を開催し専門的な見地から利用者の状

況等に関する情報を共有し、会議内容を記録すること。 

（4）通所リハビリテーション計画について、作成に関与した理学療法

士、作業療法士、言語聴覚士が利用者又はその家族に対して説明

し、利用者の同意を得るとともに、説明した内容等について医師へ

報告すること。 

（5）当該計画の同意を得た日の属する月から起算して 6 月以内の場

合は1月に1回以上、6月を越えた場合は3月に1回以上、リハビ

リテーション会議を開催すること。 

（6）指定通所リハビリテーションの理学療法士、作業療法士、言語聴

覚士が、介護支援専門員に対し、リハビリテーションに関する専門

的な見地から、利用者の有する能力、自立のために必要な支援方法

及び日常生活上の留意点に関する情報提供を行うこと。 

（7）以下いずれかに適合すること 

 ①指定通所リハビリテーションの理学療法士、作業療法士、言語聴

覚士が、居宅サービス計画に位置づけられた訪問介護の事業とそ

の他指定居宅サービスに該当する事業に係る従業者と利用者の居

宅を訪問し、リハビリテーションに関する専門的な見地から介護

の工夫に関する指導及び日常生活上の留意点に関する助言を行う

こと。 

 ②指定通所リハビリテーションの理学療法士、作業療法士、言語聴

覚士が、家族に対し、介護の工夫に関する指導及び日常生活上の留

意点に関する助言を行うこと。 

（8）（1）から（7）までに掲げる基準に適合することを確認し、記録

すること。 

273単位/月 

(開始月から6

月超) 
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短期集中個別リハビリ

テーション実施加算 
110単位/日 

医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士又は言語
聴覚士が、利用者に対して、その退院(所)日又は認定日から起
算して3月以内の期間に、個別リハビリテーションを集中的に
行った場合。 

サービス提供体制加算

(Ⅰ) 

(要介護1～5) 

22単位/回 

  

以下のいずれかに該当すること。 

①介護福祉士70％以上 

②勤続10年以上介護福祉士25％以上 

介護職員等処遇改善加算

（Ⅰロ） 

所定単位×

11.1% 
所定単位数にサービス別加算率を乗じた単位数 

科学的介護推進体制加算 ４０単位/月 

以下の要件を満たすこと。 

・利用者ごとのADL値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の

入所者の心身の状況等に係る基本的な情報を厚生労働省に提出して

いること。 

・必要に応じて通所リハビリテーション計画を見直すなど、指定通所

リハビリテーションの提供にあたって、上記の情報その他指定通所リ

ハビリテーションを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活

用していること。 

※地域区分・・・その他  ※1単位の単価・・・10.00 

■その他の料金 

食事提供に要する費用 750円 昼食代 （おやつを含む）*おやつのみの場合100円 

おむつ代 200円/枚 事業所で提供した場合。 

尿取りパッド代 50円/枚 事業所で提供した場合。 

洗濯代 100円/枚 尿便等で汚染した場合。 

バスタオル代 100円/枚 事業所で提供した場合。 

フェイスタオル代 50円/枚 事業所で提供した場合。 

日用品代 100円/1回 
レクリエーションや行事等でご本人が使用する為に要した費用。 

衛生用品や文房具など。 

延長料金 500円/30分 

午前7：00から通常営業の始まる午前8：30までに利用した場

合、又は営業時間が終了する午後5：30から午後7：00まで延長

利用する場合において、介護保険適用の延長加算の時間（利用開

始時間から10時間）を超える場合。 

○お支払い方法について 

毎月15日（15日が日曜日の場合は翌営業日）までに前月分の請求書を発行しますので、その月の末日までにお支

払いください。尚、支払いの方法は口座引落または現金窓口支払いとなります。口座引落の場合は毎月4日（4日

が休業日の場合は翌営業日）が引き落とし日となります。利用者都合により引落ができなかった場合は、当月内に

窓口にてお支払いいただきます。 

 

※デイケアをキャンセルされた場合、食事代として750円ご負担いただきます。 
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個人情報の利用目的 
 

 

 

 介護老人保健施設おうらの光では、利用者の尊厳を守り安全に配慮する施設理念の下、お預かりしている個人情

報について、以下のとおり定めます。 

 

 

【利用者への介護サービスの提供に必要な利用目的】 

 〔介護老人保健施設内部での利用目的〕 

  ・当施設が利用者等に提供する介護サービス 

・介護保険事務 

・介護サービスの利用者に係る当施設の管理運営業務のうち 

 ―入退所等の管理 

 ―会計・経理 

 ―事故等の報告 

 ―当該利用者の介護・医療サービスの向上 

〔他の事業者等への情報提供を伴う利用目的〕 

 ・当施設が利用者等に提供する介護サービスのうち 

  ―利用者に居宅サービスを提供する他の居宅サービス事業者や居宅介護支援事業所等との 

   連携（サービス担当者会議等）、照会への回答 

  ―利用者の診療等にあたり、外部の医師等の意見・助言を求める場合 

  ―検体検査業務の委託その他の業務委託 

  ―家族等への心身の状況説明 

・介護保険事務のうち 

 ―保険事務の委託 

 ―審査支払機関へのレセプトの提出 

 ―審査支払機関又は保険者からの照会への回答 

・損害賠償保険などに係る保険会社等への相談又は届出等 

 

【上記以外の利用目的】 

 〔当施設の内部での利用に係る利用目的〕 

  ・当施設の管理運営業務のうち 

   ―医療・介護サービスや業務の維持・改善のための基礎資料 

   ―当施設において行われる学生の実習への協力 

   ―当施設において行われる事例研究等 

 〔他の事業者等への情報提供に係る利用目的〕 

  ・当施設の管理運営業務のうち 

   ―外部監査機関への情報提供 

 〔当施設の広報に係る利用目的〕 

  ・当施設の管理運営業務のうち 

   ―機関紙の発行に伴う利用者、家族、その他の写真画像等の掲載 

   ―ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ運営に伴う利用者、家族、その他の写真画像等の掲載 

上記の説明を受け理解しました。 

                 利用者氏名                        

 

                 家族氏名（続柄    ）                 

 



転倒事故等のリスクに関する説明書 

 

介護老人保健施設 おうらの光 

管理者  関上 豪一 

 

 

老健は「利用者一人ひとりを中心としたケアを推進する事と自立支援の施設であること」を理念としていま

す。この理念のもと、必要以上の過度な介護を行うのではなく、利用者様一人ひとりの身体状況を考慮し、そ

の身体状況に応じた必要な介護サービスを提供させて頂いております。そして自立されている面は、利用者様

ご自身で行って頂くよう考慮し、ご本人様にも協力して頂いております。 

身体状況に応じたサービスを提供する上で、私どもが一番気がかりであり神経を使う事は「転倒事故」を起

こさないようにすることです。 

例えば歩行は出来るが、時折ふらつきが見られ転倒しやすい危険性があるという場合、お年寄りにとって発

生しやすい転倒事故が起きないよう以下の①～③の手段を講じてサービス提供に臨んでいます。 

① 杖やシルバーカーを使用することにより館内での移動時の転倒リスクを減少させる 

（補助具の設定による安全の確保） 

② 入浴時はその杖やシルバーカーを使用できない状況となる為、手を引く介助やすぐ傍で見守る事によ

り転倒しないようにする（直接介助による安全の確保） 

③ 脱衣場を滑りにくいようにカーペットを敷いて水滴で滑らないようにする。危険だと感じる所には手

すりを設置する（環境面からの安全の確保） 

上記のように安全面を配慮しつつ、自立している或いは自立できそうな生活動作は原則として過度な介護

は行わないようにしています。 

こうした安全面を配慮した見守りや身体介護を行っていても、時として事故や怪我が発生してしまうこと

があります。この場合は当施設の利用約款（第１０条）にございますように、当施設の責めに帰すべき事由に

該当するものであり、誠意を以って対応致します。 

しかし、 

イ） 利用者様の予測のつかない不意な行動や突発的な容態の急変には私共も応じきれない場合があり、そ

の時に起きてしまった事故や怪我に対して、 

ロ） 身体的にも精神的にも問題なく、見守りや安全確保の為の介護や手段を必要としない方が単独で普段

の生活をしている際に起きてしまった事故や怪我に対して、 

緊急に医療機関への搬送や救急処置をすることは当然の義務として実施致しますが、その後の損害賠償につ

きましては、当施設は責任を負いかねます。 

 このような事態が起こらないよう、日常の状態の観察やご家族様からの身体・精神状態の変化の情報をもと

に対応して参りますが、事故は絶対起きないという確証は出来ません。薬による副作用によるめまい、加齢に

伴う視力低下による認知力低下、いざという場合の筋力の衰えによる危険回避力の低下等々により転倒によ

る事故は完全に防ぎ切れないということをご理解頂ければ幸いに存じます。 

 

（利用者・家族の記入欄） 

上記説明を理解し、同意いたします。 

 

 令和     年    月   日 

氏名                  印 

（本人との続柄           ） 

 

 

 

 



通所リハビリテーション利用同意書 
 

 医療法人社団三思医光会 介護老人保健施設おうらの光を利用するにあたり、介護老人保健施設通所リハビリテ

ーション利用約款及び別紙１、別紙２及び別紙３を受領し、これらの内容に関して、担当者による交付と説明を受

け、これらを十分に理解した上で同意します。 

 

  令和   年   月   日 

 

＜事業者＞ 

事 

業 

者 

所在地 
〒370-0615 

群馬県邑楽郡邑楽町篠塚3233-1 

電話番号 0276－61－3829 ファックス番号 0276－89－8021 

事業者名  医療法人社団 三思医光会   介護老人保健施設 おうらの光 

管理者名  施設長   関上 豪一              

 

＜利用者＞ 

利 

用 

者 

住 所 
〒   － 

氏 名                          ㊞ 

電話番号  

（※代筆した場合） 

代筆者氏名  続 柄  

代筆の理由  

（
主
に
同
居
の
家
族
） 

身
元
引
受
人 

住 所 
〒   － 

氏 名             ㊞ 続 柄  

電話番号  

勤務先 
名  称  

電話番号  

連
帯
保
証
人 

住 所 
〒   － 

氏 名             ㊞ 続 柄  

電話番号  

勤務先 
名  称  

電話番号  

 

＜請求書送付先＞ 

１．利用者に同じ ２．身元引受人に同じ ３．連帯保証人に同じ ４．その他（別紙記入） 

 

＜緊急連絡先＞ 

１． 身元引受人に同じ ２．連帯保証人に同じ ３．その他（別紙記入） 

 


